
岩船沖洋上風力発電

村上市 環境課



岩船沖洋上風力発電に関する研究会

平成２６年４月〜８月

岩船沖における洋上風力発電導入の可能性は高い
と考え「岩船沖洋上風力発電の導入を積極的に推進
していくべき」との結論に至りました。

６つの配慮事項



６つの配慮事項

１ 地域住民の生活環境に対する配慮

２ 景観との調和

３ 自然環境の保全との調和

４ 漁業者及び岩船港利用者との調整

５ 地元との情報・意見の共有

６ 地域の発展に資する取組の検討



村上市岩船沖洋上風力発電推進委員会

平成２６年１０月〜１１月

平成２６年１１月〜

村上市岩船沖洋上風力発電推進協議会

村上市岩船沖洋上風力発電推進委員会

洋上風力発電の実現は、地球温暖化対策としては
勿論のこと、地域経済の振興及び観光に結びつき、
本市活性化の起爆剤として極めて有効なものと捉
えられる。

発電事業の進展のみならず、地域と共に発展する
「地域共発展」に向けた取り組みが重要となる。



村上市岩船沖洋上風力発電推進委員会

評価委員会 公募対象海域

●海岸から約2km
先

●沖合い方向に約
3kmの幅、海岸に
並行して約10km
の長さ

●水深約10mから
35m

●面積は約 2,700 
haとなる一般海域



発電予定事業者

10社コンソーシアム

１．日立造船株式会社（幹事会社）

２．株式会社ウェンティ・ジャパン

３．住友電気工業株式会社

４．日立キャピタル株式会社

５．株式会社日立製作所

６．三菱商事株式会社

７．株式会社第四銀行

８．東亜建設工業株式会社

９．株式会社本間組

１０．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

全体設計、基礎構造の検討

事業開発、事業運営に関する検討

変電設備、送電ケーブルおよび架設の検討

ファイナンス、事業運営に関する検討

風車の性能および設置の検討

事業開発、事業運営に関する検討

ファイナンスに関する検討

建設工事に関する検討

建設工事に関する検討

ファイナンスに関する検討



発電予定事業者

事業概要（企画提案時の概要）

(1) 風 力 発 電 出 力 ： 220,000 kW
（5,000kW/基×44基）

(2) 想定年間発電電力量： 670,000,000 kWh／年
（運転期間中の平均値）

(3) 着 工 予 定 年 月 ： 平成33年4月

(4) 運 転 期 間 ： 平成37年4月～平成57年3月
（20年間）

(5) 事 業 費 の 概 算 ： 143,000百万円



発電予定事業者

事業全体スケジュール
項目

事業性評価

SPCの設立

風況観測

環境影響調査

海底土質調査

大臣認定等

申請手続き

機器の製作

風車基礎

風車

電気機器

建設（現地工事）

基礎・風車

電気関連

営業運転
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上期期

設備認定申請 ｱｸｾｽ検討申請 連系申請

予備調査 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査

he営業運転期間
H37.4.1～H57.3.31



発電予定事業者

事業性評価までのスケジュール



発電予定事業者

協議調整等のお願い（課題調整）

①協議調整を支援していただきたい項目

・一般海域における洋上風力発電設備に関する法的根拠づけ
・航路位置及び航路幅の決定のための調整
・風車の配置、展望台位置の決定のための調整

②関係機関への要望・陳情を推進委員会から行っていただきたい項目

・系統連系確保のための働きかけ
（電力受け入れ要領の増加、送電網の整備等）

・事業の早期実現のため、環境影響評価の短縮化の働きかけ
・国による大型SEP船整備についての働きかけ
・建設・管理運営を見据えた岩船港湾整備の働きかけ

③意見交換会等の開催

・地元関係者からの意見聴収を目的とした意見交換会の開催



課題調整

① 一般海域における洋上風力発電設備に関する法的検討

② 岩船港利用船舶の安全確保

③ 風況調査

④ 海域調査（海底調査・海底地質調査）

⑤ 環境影響調査（環境アセス）

⑥ 建設基地港利用協議

⑦ 施設維持管理基地港利用協議

⑧ 意見交換等の開催（住民説明会、市民講演会、他）

etc



課題調整

② 岩船港利用船舶の安全確保



課題調整

② 岩船港利用船舶の安全確保

● 航行安全調査 事前調査会 平成27年４月〜10月

粟島汽船㈱
岩船港利用促進協議会
新潟漁業協同組合
新潟漁業協同組合 岩船港支所長
北陸信越運輸局海事部
村上市環境課
村上市建設課
粟島浦村産業振興課
日立造船㈱
事務局：公益社団法人日本海海難防止協会



課題調整

② 岩船港利用船舶の安全確保

● 航行安全調査 事前調査会 平成27年４月〜10月

●航行上の通行幅
1,000m〜2,778m
（1.5海里）

●５MW 37基配置



課題調整

② 岩船港利用船舶の安全確保

● 岩船沖洋上風力発電事業に係る
航行安全調査 委員会 平成28年1月〜8月

【 委 員 】

東京東京海洋大学
海上保安大学校
一般社団法人 日本船長協会
新潟水先区水先人会
岩船港利用促進協議会
粟島汽船株式会社
新潟漁業協同組合
事務局：日本海海難防止協会

【関係官公庁】

第九管区海上保安本部
新潟県会場保安部
北陸信越運輸局
北陸地方整備局
新潟地方気象台
新潟県交通政策局
村上市建設課、環境課



課題調整

● 岩船沖洋上風力発電事業に係る
航行安全調査 委員会 平成28年1月〜8月

○ 作業部会（通行路における操船検討）

洋上風車の視認性
通航路の通行方法
検討対象船舶と他船の競合
風浪等の自然環境の影響

洋上風車の視認性
通常時の入港操船
通常時の出港操船
強風時の入港操船
強風時の出港操船

【検討内容】



課題調整

● 岩船沖洋上風力発電事業に係る
航行安全調査 委員会 平成28年1月〜8月

○ 作業部会（ビジュアル操船実験 シミュレーター）



課題調整

● 岩船沖洋上風力発電事業に係る
航行安全調査 委員会 平成28年1月〜8月

○ 作業部会（ビジュアル操船実験 シミュレーター）



課題調整

● 岩船沖洋上風力発電事業に係る
航行安全調査 委員会 平成28年1月〜8月

○ 作業部会（ビジュアル操船実験 シミュレーター）



課題調整

⑧ 意見交換等の開催（市民講演会、住民説明会、他）

市民講演会「地球温暖化と洋上風力発電を考える」

ＮＰＯ法人
気象キャスターネットワーク
副代表 ・ 事務局長 岩谷 忠幸 氏

東京大学大学院 工学系研究科
機械工学専攻教授 ・ 工学博士

荒川 忠一 氏

東京大学先端科学技術研究センター
特任研究員 谷口 信雄 氏

国立研究開発法人
新エネルギー・産業技術総合開発機構
新エネルギー部 風力･海洋グループ
統括研究員 伊藤 正治 氏

（株）日立製作所
電力ビジネスユニット
新エネルギーシステム本部
風力発電推進部
チーフプロジェクトマネージャー
松信 隆 氏

「多発する異常気象！
気候変動への適応」

「洋上風力発電の技術と政策」

「地球温暖化と市民の役割」
「世界と日本の
エネルギー事情と洋上風力発電」

「岩船沖洋上風力発電を
支える日本の技術力」



課題調整

⑧ 意見交換等の開催（市民講演会、住民説明会、他）

市民講演会「地球温暖化と洋上風力発電を考える」

国立環境研究所 地球環境研究センター
気候変動リスク評価研究室

室長 江守 正多 氏

学校法人 足利工業大学
理事長 牛山 泉 氏

公益財団法人 自然エネルギー財団
事務局長 大林ミカ 氏

エネルギー戦略研究所(株) 取締役所長
京都大学大学院 経済研究科

特認教授 山家 公雄 氏

「地球温暖化と私たちの未来」 「地球温暖化防止の切り札としての
洋上風力発電」

「エネルギー転換の時代
自然エネルギーが加速する新しい時代」

「系統制約とオープンアクセス」



課題調整

⑧ 意見交換等の開催（住民説明会、市民講演会、他）

住民説明会（全市対象説明会 近隣地区説明会）



事業性評価結果



事業性評価結果



事業性評価結果



事業性評価結果



事業性評価結果



事業性評価結果



事業性評価結果



ご清聴ありがとうございました

村上市 環境課 新エネルギー推進室 室長 田中章穂


